
【目的】

・要介護状態になる前の高齢者のリスクや社会参加状況を把握することで、
地域診断に活用し、地域の抱える課題を特定すること

・介護予防・日常生活支援総合事業の評価に活用すること

【対象者】

市内在住の６５歳以上の市民のうち、要介護１～５の認定を受けていない方 ５，５００人（※）
(無作為抽出)

（※）厚生労働省「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査実施の手引き」に基づき、本市の場合、
４００人／圏域 × ６圏域（日常生活圏域数） ＝ ２，４００人 のサンプル数が必要であり、
回収率（４５～６０％）を見込んで対象者数を設定。

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査

在宅介護実態調査

【目的】

「高齢者等の適切な在宅生活の継続」と「家族等介護者の就労継続」の実現に向けた介護
サービスの在り方を検討すること

【対象者】

市内在住の在宅で生活をする要支援・要介護者のうち「要支援・要介護認定の更新申請・区分変更
申請」を行い、調査期間中に認定調査を受けた方 ６００人（※）

（※）厚生労働省「在宅介護実態調査実施のための手引き」に基づき、対象者数を設定。 1

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査および

在宅介護実態調査の実施について 資料２
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